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几 はじめに 

経営者は会社を 永遠に存続させたい。 会社は永遠に 存続すべきものという 思い (intention) を持っている。 そ 

のためには，企業は「現在を 生きる」と共に「将来を 拓 く 」ことが必要であ る。 本論文では「現在を 生きる」 

経営行動 ( 荻 ㎞ nismtive ㎏ havior) をマネジメント ， 「将来を拓 く 経営行動」をガバナンスと 名付けることにす 

る [1 ～ 4] 。 

企業に限らず ，確立した組織の 中心となる人々には ，その組織を 永続させたいという 思いがあ る。 組織の永 

続を願う気持は 人間の本性であ る。 従って「企業の 将来を拓 く 」ガバナンスという 経営行動，そして ，これを 

支える研究開発は 企業にとって 永遠の課題であ る。 本 報では，ガバナンスの 視点から，研究開発のマネジメン 

トにとって重要な 課題と筆者らの 会社における 実例について 紹介する。 

2. 価値の流れを 見通す 

R&D 重要活動領域をガバナンスの 観点から考えてみる。 価値の流れを 見通すことが 第一義であ り，特に コス 

トダウンの追求と 顧客の問題解決が 最重要であ る。 

2.1. コストダウンの 追求 

a, 平群体におけるクリーン 什 技術の事例 

半導体製造には ，複合技術を 必要とする。 特に生産技術の 中でも，歩留まり 向上に大きく 影響するクリーン 

化技術の運用の 差は見逃せない。 「日本は，クリーン 化技術の確立による 歩留まり向上によって ，半導体競争 

に 勝つことができた」という 表現はほぼ真実であ る。 

米国の半導体技術並びに 産業が発達してきた 背景には， NASA を中心とする 宇宙計画や国防の 問題が ， 大き 

な 影響を及ぼしている。 半導体は，膨大な 開発費を要するので ，この費用を 軍，あ るいは政府の 金でまかなっ 

てきた。 従って，米国の 半導体エンジニアは 1970 年代から 1980 年代当初においては ，開発競争に 金をかけ，歩 

留りの向上はあ まり問題にしてなかった。 直言すれば，開発競争の 勝者には，スポットライトが 浴びせられ， 

一躍スターダムにのし 上がれるが，歩留りを 上げたからといって ，だれも評価してくれなかった。 

もっとも，日本にもこうした 風潮はなくはなかったが ，日本では歩留まりを 上げることが 企業経営にとって 

必須の条件だったから ，成果を挙げればそれなりの 評価はされたが ，開発競争の 勝者とは，比べものにならな 

かった。 大学出の人間，しかも Ph.D. を保持している 人間を歩留り 向上のためのクリーン 化技術に投入すること 

など，当時の 米国では考えられなかった。 

1970 年代の後半に 三菱電機では ，応用物理の Ph.D. を持った研究者を 半導体の微細加工技術に 及ぼす ゴミ の 影 

響の研究に投入した。 時間帯による 人の動き，装置のレイアウト ，空気だけでなく ，ガス， 水 ，薬品等を含め 
た ト一タルシステムとしてのクリーン 化技術の確立を 目指し歩留りの 向上とコストダウンを 徹底的に研究さ 

せ，改善に成功した。 

b. 臨海半導体工場の 設立 

半導体工場は ゴミ を嫌うとともに ， 塩 ( ナトリウム ) を嫌う。 1980 年代の初期まで ，半導体工場は 内陸部に 

作るのが定説であ った。 三菱電機は四国の 西条の瀬戸内海沿岸に FA (Faclo ワ Automation) を駆使した全自動 一 

真生産工場 一 西条工場 (1983 年 2 月起工， 9 月違星完成 ) の竣工式を 1984 年挙行した。 世界で始めて ，臨海地 

域 に半導体工場を 建て，その翌年世界最高の 歩留りを達成した。 
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これは，前項で 説明した R&D 部門での半導体のクリーン 化技術があ ったからこそ 実現したが，進藤貞和相談 

役 ( 当時会長 ) の決断であ った。 停滞していた 日本の臨海工業地帯に ，ハイテク産業に 切り替えてやっていけ 

るという，自信を 与え，臨海工業地帯の 将来を切り開いた 大業績であ った。 当時進藤は， 「月に人間が 行って 

帰ってくる時代に ，塩害があ るから半導体工場は 海の近くに造れない ，という考えは ，あ まりにも非近代的だ 

と思、 った 。 技術者 魂がムクムク 頭をもたげてきて ，困難なものに 挑戦して成功させてやろうじゃないかと ， と 

い う 気になった」と 述懐している。 優れた R&D の成果が事業拡大のための 立地選択の幅を 飛躍的に広めた。 

この二つの事例ならずとも ，戦闘運動性能を 優先し重 い 防御機構の排除という 人命をも無視し 徹底した 

軽量化を図った 日本の零式戦闘機によって ，第 2 次大戦開戦初期は 重い装甲の米軍機が 撃墜されたが ，日本軍 

の人命軽視の 思想が ， ゆくゆくは敗因となってくる 事例を思い出す。 また，当時航空機にて 戦艦を沈没せしめ 

ることは不可能と 考えられており ，不 況 戦艦と言われた 戦艦プリンスオ フ ウェールズを 航空爆撃にて 日本軍が 

沈没せしめた 事例を見ても ，指揮官たる 経営者が，価値の 流れの重要性を 見通すことの 大切さがよく 判る。 

2.2. 顧客の間 題 解決 

顧客や競合他社との 共同研究からスタートした 事業として，次の 二つの事例があ る。 

a. 電力システム 

日本においては ， 3 0 年ぶりに電気事業法が 改正され， 1996 年に電力の自由化のスタートが 切られた。 この 

年 ，三菱電機の 電力系統技術部は 創立 30 周年を迎えている。 当時は，電力事業の 発展 期 にあ って，電力システ 

ムの概念が形成され 始めた時期であ った。 このようなタイミングで ，日本で始めて「電力系統」の 名のついた 

組織が構築されたのは ，電力会社が 将来遭遇するであ ろう問題を共同して 探り，その潜在的問題を 事前に解決 

するための機能がメーカ 一の中で必要であ るとのトップの 判断であ った。 顧客のシステム 上の問題解決には ， 

ン 、 レーション技術が 肝要であ るとの長期的判断から ， このセクションの 技術者は，顧客とともに 米国に出 

向き，数カ月に 亘り ，系統シミュレーション 技術を習得した。 この技術をもとに ，東京電力と 共同で，わが 国 

初の，安定度解析プロバラムが 2 年をかけて完成した。 これと並行し 大きな投資を 伴う，交流計算盤という ， 

、 ンミュレータを 作り上げ，ディジタルとアナロバの 両方のツールを 持って，電力会社の 将来系統の問題点を 探 

り，これを解決できる 系統計画に寄与することで ，電力系統ビジネスがスタートとした。 

30 年後の現在，電力事業の 規制緩和に伴う 新しいシステム 問題の発現を 予想、 しこのセクションを ，電力シ 

ステムエンジニアリンバセンターとして ，発展的に組織拡大を 図っている。 不確定性の増した 電力系統の計画 

運用に当たり ， より木目の細かい 系統、 ンミュレーションが 必要となることから ， カナダから導入した 大規模 ア 

ナロバ・デジタルシミュレータ と ，東京電力と 共同で開発したディジタル・リアルタイムシミュレーターを ツ一 

ル として，電力会社の 潜在的問題発掘に 一層の協力関係が 構築され，電力系統ビジネスは ， 一つのビジネス ユ 

ニットに成長してきた。 

ユーザーとして 携わったアナロバシミュレーターは ， 今では ビジ不 スの 一 っとなり，カナダのメーカー と協 

力 して，世界を 相手に三菱電機の 最先端技術製品 ロ として事業化がスタートしている。 こうした，ユーザーから 

サプライアーへの 知識の転換を 伴う知識の創造が ， 新しい組織であ る電力システムエンジニアリンバセンター 

の 知識創造型センターとしての 重要な側面であ る。 

b. 300mm ウ ェ ハ対応の半導体製造装置・ 材料技術のブレークスルー 

日本国内の半導体メーカ 10 社 ( 富士通，日立，松下，姉菱電機， r 泥 C, 沖電気，姉洋，シャープ ，ソニー， 

東芝 ) の均等出資により ， 1 り 6 年 2 月に ( 株 ) 半導体先端テクノロジーズ (Se 而 conductor レ adjngMge 

Technologjes:SeIete) が設立された。 当面のメインテーマは 3 ㏄ mm ウ ェ ハ対応の半導体製造装置・ 材料の評価で 

あ る。 かって，日本において ，超エルエスアイ 技術研究組合 (1976 一 1980 年 ) の活動により ，半導体製造装置・ 

材料の技術にブレークスルーをもたらし 日本の半導体開発が 加速した よう に，今回も新たな 発展が期待され 

ている。 

半導体ビジネスにおいて ，テクノロジ 一での差別化は 非常に難しくなってきた。 各社が人とお 金をかけても ， 

他社に先行できるのはせいぜ ぃ 半年というのが ，業界の認識であ る。 それでは， メリットがな い ので，将来の 
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半導体技術に 対応した先端的基盤技術の 部分のところは ，できるだけ 共同してことにあ たろ う というのが基本 

的な考え方であ る。 

当面のメインテーマは ， 先にも述べたように ， 3 ㏄ mm のウ ェ ハ対応の半導体製造装置，材料の 評価であ り， 

半導体メーカが 10 社集まって行うので ，当然製品開発はできない。 3 ㏄ mm ウ ェ ハに対しては 装置・材料の ユ一 

ザ としての評価を 行う。 将来技術に関しては ，要素技術に 徹して行うということであ る。 

また，日本には 大口径シリコンウェハ 5 団体連絡会という 関連業界のラウンドテープルがあ り，そちらで ， 

装置の標準化をおこなっている。 日本全体の関連業界が SELE ℡のような形で 集まるのは初めてであ る。 

L.P. ㎏㎡㏄ れ ㏄ [5] が米国の企業連合体 (Se 而 conductorM ㎝ u ね ctunngTechnoIogy:SEMA ℡ CH) への米国 

政府の 7 億ドルの投資は 過大であ ったと論じているが ，我々は確かに 費用対効果の 点では，問題があ ったかも 

しれないが，米国半導体 メ 一力自身のテクノロジ 一のレベルも 上がり，特に 10 年前と比べ，装置・ 材料メーカ 

のレベルが上がり ，日本とコンペチティ フ ルになったと 考える。 SEMATECH がなければ，そんなスピードでは 

向上しなかったことは 確かであ る。 

だいたい産業技術は 50 年で飽和すると 言われているので ，半導体技術もその 傾向があ る。 どんどん発展して 

いる時代には 業界での共同作業は 困難であ るが，この ょ うな半導体業界の 動きは，日本にしろ 米国にしろ， そ 

ぬ なりに産業が 成 執 してきたためと 考える。 

3. R&D から事業化のための 組織 

三菱電機ではこれまで ，表 1 に示す様な新規事業開拓を 手掛けて来た。 顧客指向で， co ㏄ 弍 om が 橋 nce を集中す 

る グローバル な flatorgm ヲ血 on の戦略を取ってきた。 

この中で，ウエルネス 事業推進プロジェクトバループと 米英仏に設立したマルチメディア 関連の研究開発 拠 

  肯は ついて解説する。 

表 1 . 三菱電機の新事業開拓のあ ゆみ 

㏄ 4 Ⅰ 4  ％ けメテ 。 何事業推進 7% ゾカトバ レア設置 
@94/4  米国法人内に ノづ アメリ ヵン ・利げ メチ 。 ィア ・ ヒ 。 シ 。 ネス・センター 設置 

@94/7  新規事業開発 フ 。 ロシ。 ェ クト「 ヒ 。 シ 。 ョ > ノ 21 」を策定 
@95/2  新環境事業推進 フ 。 ロ、 ン 。 ェクトク 。 トフ 。 設置 
● 95/8  0 回レネス事業推進 アめ 。 ガトバ トア設置 
● 95 Ⅰ 8 ～ 9 米英仏に て肝メテ ・ 存 関連の研究開発拠点設立 
● 95/ 柏 米国での携帯電話事業の 推進組織， PMC( ハ 。 リナル・ 

Ⅲ。 イルコミュニケ 列 事業センター 設置 
● 96 年以降 セキュ方ィ -, アメニティー 分野の ア Ⅰ ゾカトバ レアの設置予定 

3.1. ウエルネス事業推進プロジェクトバループ 

三菱電機は， 95 年 8 月に，医療分野の 事業を推進する「ウエルネス 事業を推進プロジェクトバループ」を 設 

直 した。 これまで三菱電機の 医療関連事業は ，製品によって 各事業本部に 担当が分かれていたが ，自社の持つ 

情報通信技術と 画像処理技術を 融合し これを一本 ィヒし 事業推進を加速することを 目標としている 0 グループ 

では，従来の 事業本部単独では ，推進が困難であ った大型プロジェクトや 新規プロジェクトを 中心に事業化の 

可能性を探っている。 これからの高齢化社会で 遠隔医療や在宅ケアなど ，医療ビジネスの 拡大が見込まれてい 

ることに対応している。 

具体的には，粒子線を 使ったがん治療装置や 病院と家庭を 結ぶ情報端末，介護システムなどの 実用化を図っ 

ている。 遠隔診療システムなど 情報通信の側面から 積極的にアプローチしている。 R&D 部門がその要になって 

いることは言うまでもない。 

3.2. トランスナショナル 研究開発体制の 推進 

三菱電機は， 会 社を挙げてグローバル 化を推進しており ， 1995 年 6 月にこれに対応した 全社的組織改変を 実 

施した。 グローバル化に 伴 う 「トランスナショナル 企業」への転換を 目指し事業戦略と 一体化した研究開発 

戦略を展開することを 目的とし米国とヨーロッパに ， 次の研究開発拠点を 設置した。 米国には Mitsubishi 
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団 ec ㎡ cInformation  Technology  CenterAme 「 hCa,Inc.  ( ボストン )  ,  ヨーロッパには MtsubishiE]ec ㎡ c  Information 

TechnologyCenterEuro 膵 ， B.V.  ( フランス・レンズに Telecommunication  Lab コ 移動体通信技術を 中心とする通信 

技術の開発，英国・ロンドンにⅥ suaIInformationLab. 一 ディジタル放送技術を 核とする映像情報技術の 開発 ) で 

あ る。 この市有 は， 特に今後の発展の 予想されるマルチメディア 分野での事業を 全世界で強力に 推進するため 

であ り，これまでの 製造・販売拠点に 加え，海外の 研究・開発拠点を 設け，国内の 情報技術総合研究所をはじ 

めとした国内 10 研究所， MERL(MitsubishiElec ㎡ cRese 抑 chLaborato 「 hes,Boston) との連携を図りながら ，日本・ 

米国・欧州それぞれにおいてマルチメディア 技術の開発力強化と 新事業の創成にバローバル な 取組を行って い 

る 。 

尚 ，三菱電機における「トランスナショナル 企業」とは，事業単位 ( コンピュータ ，家電，半導体というよ 

うな事業・製品分野 ) 毎に，世界戦略を 定めて海外展開を 行い，開発・ 生産は市場にも・ つ とも近い所，最も 効 

率の良いところに 移して事業の 現地化を進めている 企業という意味を 持っている。 

4.  Vi 「 tUalorganization の要は個性の 発展 

R&D を機敏に効率よく 行 う ためには，自社の 中核技術を確立し virtuaIo ㎎御油 tion のように外部の 知識資源 

を 活用することであ る 0 

4.1. 三菱電機と DEC との提携牽制 

三菱電機は， ダイナミック RAM 等に関する先端半導体の 微細加工技術に 対しては，安定した 製造・生産技術 

の確立に成功していた。 しかし新概念に 基づくマイクロプロセッサ (MPU) . アーキテクチャに 関しては 米 

国 企業に一歩引けを 取っていた。 

三菱電機は， 1993 年 3 月に米国 DEC と新世代の RISC ( 縮小命令セットコンピュータ ) 型マイクロプロセッサ 

の 開発，生産で 提携した。 DEC が開発した世界最高速の RISC 型 MPU 「アルファ AXP ( 最大 3 ㏄ MIPS 一 lMIPS は 

1 秒間に百万回の 命令を実行一の 処理速度を実現している ) 」を 94 年末から量産， DEC 及び第姉者向けに 販売 

し同 MPU の基本設計を 活かしたパソコンやコンピュータ 周辺機器向けなどの 新機種の開発を 実施している。 

当時 DEC は，自社工場で 0 ・ 75 メ m プロセス技術を 用いて動作周波数 150M Ⅲ z 版を市場に投入していたが ，三菱 

電機の有する 0 ・ 5 が m プロセス技術による ， 2 ㏄ M ～ 3 ㏄ MHz 版の高速版を 生産し，ソフトウエアを 含めた顧客へ 

の技術サポートは 最初 DEC が担当する形で 協力はスタートした。 DEC は，そのシステムユーザに 対して，三菱 

電機という卓越した 製造技術を有する 企業をセカンドソースとして ，アルファチップを 安定して供給できるよ 

うになるとともに ，三菱にとっては ，チップ・アーキテクチャに 関する知識を 導入でき，出遅れていた ， RISC 

事業に参入を 果せるようになった。 

4,2. 三菱電機と姉尾電子との 提携事例 

一方，韓国の 三尾電子とは ， 1993 年 7 月に高速演算用キャッシュ DRAM の外部仕様の 統一に合意した。 同メ 

モリーは元々三菱電機が ， 89 年 5 月に IM キャッシュ DRAM を業界に先駆けて 発表したものであ り，顧客側から 

複数 メ 一ヵによる生産・ 供給の安定化を 希望する声が 強く，三菱側からマルチソース 体制の話しを 持ちかけて 

合意に至った。 三皇 は ，独自技術で 三菱電機の同製品のクロック 周波数，形状などの 外部仕様に合わせたメモ 

リーを開発した。 仕様の改善・ 変更は相互に 公開するが，技術供与は 行わなかった。 この事例は，最新の 製造 

装置を海覚から 導入し自社の 優秀な製造技術を 確立した韓国側が ，新概念素子の 仕様の統一化に 寄与すること 

と引替に ， 新しいチップ・アーキテクチャを 学習出来た事例であ る。 

5. R&D マネ、 ジャ一の選任 

我が国には古来「売り 家と唐様で書く 三代目」という 諺があ って ， 一つの時代においてだいたい 3 代目がしっ 

かりしていないと ，その組織は 水綿できない。 R&D のトップは，ほぼ 3 代もつポリシー を 立てる人を育てるこ 

とを目指さなければならない。 

だいたい， R&D 部門が一つの 運営方針の下，安定して 運営できる期間は ，通常経験則でこれまで 5 一円 年程 
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度 でなかろうか。 この期間というのが ，だいたい 3 代の研究所長の 任期に相当する。 R&D のトップマネージャ 

は，この期間以降も 永続して R&D 部門が存続できるような 先見性のあ る後継者を育成・ 選任する責務をも 負う。 

特に企業の将来を 担う基礎研究を 行う研究所においては ，㏄ ne 穏 M ㎝ ager が， turbuIent な 経営環境にあ っても， 

いわゆる dynamicstabiIity を確立しうる 運営をなさなければ ，真に企業の 存続を担う研究を 遂行することはでき 

ない。 目先の利益， 億 yto 面 ym ㎝ agement にとらわれることのないガバナンスを 確立すべきであ る。 3 代目研究 

所長がしっかりしていれば ，通常 4, 5 代目も，一応山山 uIent な 時代であ っても経営の 基礎に対して 責任を果し 

、 る   

6. むすび 

本 報では，が ぐ ナンスの観点から ，特に R&m 組織の存続を 可能にするマネジメントの 重要な課題を 事例を示 

しながらまとめた。 

(l)R&D のトップは，価値の 流れを見通すことが 第 1 義であ り，特にコストダウンの 追求と顧客の 問題解決が最 

重要であ る。 

(2 汎 &D からの新規事業開拓は 顧客指向で co 鳴モ om が te 鵬 me を集中し事業戦略 ど 一体化した研究開発戦略を 展開 

することが重要であ る。 また，特にマルチメディアのように ，発展の予想される 市場分野に関しては ， R&D 

部門のトランスナショナル な 展開が必要であ る。 

(3 侭 &D を機敏に効率よく 行うためには ，まず自社の 中核技術を確立し vi 血 aIorg ㎡ ぬ tion のように外部知識 資 

源を活用することが 重要であ る。 そのためには ，企業・大学，政府の 研究機関を結び ぅる 個性あ る研究者の 

育成が必要であ り， R&D マネジャはその 育成に注意を 払わなければならない。 

(4)R&D のトップマネージャは ， R&D 部門が一つの 運営方針の下，安定して 運営できる約 5 ～ 10 年程度 ( 大体 3 

代の研究所長の 就任期間に相当 ) 永続して R&D 部門が存続できるような 組織を造り上げると 共に，先見性の 

あ る後継者を育成・ 選任する責務をも 負う。 
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